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【2020年度第３四半期 報告書】



１．収支の状況（４－12⽉）
(1) ʻ20年度 第３四半期 連結決算
(2) ʻ20年度 第３四半期 単体決算

２．主要施策のＫＰＩ達成状況等（10－12⽉）
(1) ʻ20年度第３四半期の検証結果（総括）
(2) ʻ20年度第３四半期における実績等
<収入関連項目＞ ＜費用関連項目＞

①北海道新幹線 ⑦コスト削減（JR北海道）
②新千歳空港アクセス ⑧コスト削減（JR北海道グループ）
③インバウンド ⑨効率化・省⼒化
④都市間輸送
⑤観光列⾞ ＜その他項目＞
⑥開発・関連事業 ⑩お客様満⾜度の向上

目 次

本報告書はʼ18年7⽉に国⼟交通⼤⾂より受領した監督命令に基づき、
四半期毎における国⼟交通省との検証結果を報告するものです。
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１．収支の状況（4〜12⽉）
(1)ʻ20年度 第３四半期 連結決算（対前年度⽐）（連結決算の概況）
○連結損益計算書 (単位︓億円、億円未満切捨)

'19年度 '20年度 ⽐率
第3四半期 累計 実績 実績 （％）
営業収益 1,292 826 ▲ 465 64.0 

鉄道運輸収入 557 266 ▲ 290 47.8 
(うち新幹線) (  66) (  21) (▲  44) (32.3)

営業費用 1,555 1,406 ▲ 149 90.4 
営業利益 ▲ 262 ▲ 579 ▲ 316 －
営業外損益 224 231 7 103.2 

一般営業外損益 1 10 9 968.4 
基⾦運用益 181 179 ▲   2 98.9 
特別債券利息 41 41 0 100.2 

経常利益 ▲ 38 ▲ 347 ▲ 309 －
特別損益 1 37 35 －
法人税等 10 1 ▲     9 15.4 
四半期純利益 ▲ 48 ▲ 312 ▲ 264 －
親会社株主純利益 ▲ 55 ▲ 311 ▲ 256 －

増減
・連結営業収益は、GoToキャンペーン等を契機として回復

傾向にありましたが、新型コロナウイルス感染症の急拡⼤
に伴い再び悪化に転じ、鉄道運輸収入が290億円の減収に
なったのをはじめ、⼟産店や飲食店を営む小売業でも
53億円の減収になるなど引き続き全ての事業セグメントで
減収となったことから、465億円もの⼤幅な減収となる
826億円でした。

・連結営業費用は、減収に伴い商品仕入れ等が82億円減少し
たほか、ＪＲ北海道で賞与の⽀給額を抑制したことや減
便・減⾞など様々な⾃助努⼒により27億円の費用を削減し、
149億円減少した1,406億円となりました。

・営業外損益に一時帰休措置に伴う雇用調整助成⾦を計上し、
経常利益は309億円悪化した347億円の⾚字となりました。

・特別損益に国からの⽀援を計上した一方、日高線一部廃止
に伴う諸費用を計上しており、親会社株主に帰属する四半
期純利益は256億円悪化した311億円の⾚字となりました。

・⼤幅な減収に伴い、営業利益、経常利益、親会社株主に帰
属する四半期純利益について、前年度⽐で⼤幅に悪化し、
いずれも過去最⼤となる巨額の⾚字を計上するところと
なりました。
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１．収支の状況（4〜12⽉）
(1)ʻ20年度 第３四半期 連結決算（対前年度⽐）（収⽀改善の取り組み）

（単位︓億円、億円未満切捨）

・2020年度第3四半期の連結経常利益は、前年度から３０９億円悪化した▲３４７億円となりました。
コロナ禍によりグループ全体で４６５億円の減収となりましたが、売上に連動する費用が減少した
ほか、人件費などの固定費を含むコスト削減などの⾃助努⼒を⾏い、経常損失の抑制に努めました。

2019年度
第３四半期
経常利益

営業収益 営業費用 営業外損益 2020年度
第３四半期
経常利益

▲３８

グループ
全体

▲４６５
１４９

7
▲３４７

ＪＲ
北海道
単体

▲３０７

＜減収に伴うもの ＞
・商品仕入れ等▲82

＜⾃助努⼒等コスト削減＞
・賞与等人件費▲15
・減便･減⾞等▲2
・旅費･広告宣伝費等▲11

計▲27
＜その他＞
・修繕費▲22
・電気等単価減▲7

・雇用調整助成⾦等受入 9
・基⾦運用益▲2 他
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(1)ʻ20年度 第３四半期 連結決算（対前年度⽐）（事業セグメント別の状況）

１．収支の状況（4〜12⽉）

【参考】グループ会社からＪＲ北海道への収益還元等
・地代、家賃等の受取 ４５億円
・配当⾦の受取 ３６億円 計 ９３億円（ＪＲ北海道の成績に寄与）
・連結納税制度 １１億円 （対2019年度並み）

（単位︓億円、億円未満切捨）

外部売上 営業利益 外部売上 営業利益 外部売上 営業利益
① 運輸業 718 ▲ 345 396 ▲ 590 ▲ 321 ▲244 
② 小売業 264 7 211 ▲   3 ▲ 53 ▲  10 
③ 不動産賃貸業 198 55 153 27 ▲ 44 ▲  27 
④ ホテル業 67 13 28 ▲ 11 ▲ 39 ▲  25 
⑤ その他 43 8 36 7 ▲     7 ▲  0 

1,292 ▲ 262 826 ▲ 579 ▲ 465 ▲316 

'19年度第3四半期 '20年度第3四半期 増 減

合   計
① 運 輸 業︓コロナ禍による鉄道運輸収入の減少に加え、バス・レンタカーのご利用減により減収減益
② 小 売 業︓⼟産店・飲食店などにおいてコロナ禍により売り上げが⼤幅に減少し、減収減益
③ 不動産賃貸業︓コロナ禍によるＪＲタワーの全館休業(4/18〜5/31)および再開後のテナント売上低迷など

により減収減益
④ ホ テ ル 業︓新規に２館開業(※)したことや、GoToキャンペーン等の効果はみられたものの、緊急事態

宣⾔を受けた休業（4/25〜6/30)の影響のほか、コロナ感染急拡⼤により減収減益
（※新規開業︓5/18ＪＲイン函館、10/2ＪＲイン札幌北2条）

⑤ そ の 他︓コロナ禍によるホテル清掃等の減少により減収減益

全ての事業セグメントにおいて減収
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１．収支の状況（4〜12⽉）

・営業収益は、GoToキャンペーン等を契機として鉄道
運輸収入で回復傾向にありましたが、新型コロナウ
イルス感染症の急拡⼤に伴い、再び悪化傾向に転じ、
307億円もの⼤幅な減収となる376億円でした。

・営業費用は、収入に連動して⽀払う販売⼿数料など
が減少したほか、収⽀改善のための⾃助努⼒として、
賞与の⽀給額を抑制したことや、列⾞の減便・減⾞、
広告宣伝費など、全社的にコスト削減を⾏い、72億
円減少した954億円となりました。

・経常利益は235億円悪化した325億円の⾚字となり
ました。

・特別損益に、国からの⽀援を計上した一方、日高線
一部廃止に伴う諸費用を計上したことから、四半期
純利益は187億円悪化した276億円の⾚字となり
ました。

・⼤幅な減収に伴い、営業利益、経常利益、四半期純
利益について、前年度⽐で⼤幅に悪化し、いずれも
過去最⼤となる巨額の⾚字を計上するところとなり
ました。

(2)ʻ20年度 第３四半期 単体決算（対前年度⽐）（単体決算の概況）

〇単体損益計算書 （単位︓億円、億円未満切捨）

'19年度 '20年度
第３四半期 累計 実績 実績
営業収益 684 376 ▲ 307 55.1

鉄道運輸収入 557 266 ▲ 290 47.8
(うち新幹線) (  66) (  21) ( ▲ 44) (32.3)
関連事業収入 49 42 ▲ 6 86.0
その他の収入 76 67 ▲ 9 87.3

営業費用 1,026 954 ▲ 72 92.9
人件費 341 320 ▲ 20 94.0
修繕費 274 251 ▲ 22 91.7
減価償却費 162 160 ▲ 1 98.9
その他の費用 248 221 ▲ 27 88.9

営業利益 ▲ 341 ▲ 577 ▲ 235 －
営業外損益 251 251 ▲ 0 100.0

一般営業外損益 27 29 1 106.8
基⾦運用益 181 179 ▲ 2 98.9
(運用利回り%) ( 3.54) ( 3.50) (▲0.04)
特別債券利息 41 41 0 100.2

経常利益 ▲ 90 ▲ 325 ▲ 235 －
特別損益 2 50 47 －

▲ 87 ▲ 275 ▲ 187 －
四半期純利益 ▲ 88 ▲ 276 ▲ 187 －

（％）
⽐率増 減

税引前四半期純利益
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１．収支の状況（4〜12⽉）
(2)ʻ20年度 第３四半期 単体決算（ＪＲ北海道の資⾦繰り）

短期借入⾦返済他▲25

その他＋36

現⾦等当期⾸残高
31

（2020.12月末）

＋74 33

③財務活動によるC/F②投資活動によるC/F

 (2020.4.1時点）
現⾦等当期末残高

①営業活動によるC/F

＋26

固定資産
取得

▲241

▲98

〇単体キャッシュ・フロー

設備投資等助成⾦
受入(修繕費)※

140含む ※国からの⽀援
（設備投資等助成⾦・⻑期借入⾦）

計315億円

設備投資等
助成⾦

＋105※

⻑期借入⾦
借入＋99

※うち⽀援70

コロナによる減収が著しく、営業活動によるC/Fに甚⼤な影響を受けるなか、安全投資を中心に固
定資産の取得で241億円を⽀出しました。国からの⽀援315億円を計上しましたが、当期末の現⾦同
等物残高は期⾸残高とほぼ同額の33億円となりました。

（単位︓億円、億円未満切捨）

通期業績予想について
通期業績予想につきましては、新型コロナウイルス感染症の急拡⼤により、その影響を⾒通すこと

が困難なため公表を⾒送りますが、過去にない厳しい決算になると⾒込んでいます。
お客様に安心してご利用いただけるよう感染防止を図りつつ、できる限りのご利用回復に努めると

ともに、徹底したコスト削減を⾏い、収⽀改善に最⼤限取り組みます。
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２．主要施策のＫＰＩ達成状況等

〇鉄道や開発・関連事業（小売・不動産・ホテル）のご利用は、Go Toキャンペーン
等を受けて10⽉までは回復基調にありましたが、10⽉下旬からの感染再拡⼤を受
けた警戒ステージの引き上げ、11⽉下旬からのGo To トラベル札幌発着の⾒合わせ、
年末年始の全国一⻫停止等により、回復に急ブレーキがかかりました。

〇コロナ禍におけるご利用回復策として、感染防止対策強化のもと、Go To トラベル
地域共通クーポン専用「Go To HOKKAIDO乗り放題パス」「Go To はこだてパス
ポート」の設定や、北海道鉄道開通140年企画の観光列⾞運⾏など様々な施策に取
り組みました。

〇費用関連項目であるコスト削減及び効率化・省⼒化、並びにお客様満⾜度向上の項
目については、JR北海道グループを挙げて取り組み、KPI目標を上回ることができ
ました。

〇今後も、Withコロナ・Afterコロナを⾒据え、鉄道利用の需要変化に合わせた
ダイヤ⾒直し等による固定費削減など、更なる経費節減等を進め、事業継続のため
に全⼒を挙げてまいります。
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※収入関連項目においては、コロナ禍の影響で適切な目標設定が困難であるため、2020年度のKPI・KGI設定は⾒送ることと

しましたが、収入確保に向けて全⼒で取り組んでまいります。

(1) ʼ20年度第３四半期の検証結果（総括）

２．主要施策のＫＰＩ達成状況等
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項目 第３四半期ＫＰＩ （参考）KPI項目 第１四半期結果 第２四半期結果

①北海道新幹線 ー
新幹線運輸収⼊ 9.6億円（対前年52％）
ご利⽤⼈員 2,500⼈/⽇（対前年61％）

新幹線運輸収入
ご利用人員

2.9億円（対前年13％）
600人/日（対前年11％）

8.9億円（対前年34％）
1,900人/日（対前年33％）

②新千歳空港アクセス ー 新千歳空港駅乗降⼈員 対前年44％ 新千歳空港駅
乗降人員

対前年19％ 対前年38％

③インバウンド ー
インバウンド特別企画乗⾞券（４券種）
発売額 1.3百万円（対前年0.06％）

インバウンド
特別企画乗⾞券
（４券種）発売額

0.5百万円（対前年0.09％） 0.6百万円（対前年0.08％）

④都市間輸送
＜帯広・釧路⽅⾯の輸送量、
⽩⽼駅の乗降⼈員＞

ー
特急列⾞釧路・帯広⽅⾯の輸送量
1,400⼈/⽇（対前年45％）
⽩⽼駅の乗降⼈員 1,200⼈/⽇(対前年98％）

①特急列⾞釧路・帯
   広方⾯の輸送量
②⽩⽼駅の乗降人員

①500人/日（対前年19％）

②    -

①1,700人/日（対前年51％）

②1,400人/日（対前年97％）

⑤観光列⾞ ー
北海道鉄道140年記念列⾞の運⾏
計18本

運⾏実績 全列⾞の運転取り止め

THE ROYAL EXPRESS計３回運⾏
富良野・美瑛ノロッコ号
150本（対前年41％）
363名/日(対前年51％）

⑥開発・関連事業
＜⼩売業・不動産賃貸業・
ホテル業の売上高＞

ー

<代表店舗売上>
⼩売業︓対前年61％、
不動産賃貸業︓テナント売上  対前年69％、
ホテル業︓対前年56％

代表店舗売上

小売業:対前年18％、
不動産賃貸業:
テナント売上  対前年36％､
ホテル業:対前年7％

小売業︓対前年 42％、
不動産賃貸業︓
テナント売上  対前年 71％、
ホテル業︓対前年 45％

⑦コスト削減（ＪＲ北海道） コスト削減額0.6億円 ○
コスト削減額 1.9億円
今年度累計額 4億円

コスト削減額
（'19からの累計額）

1.0億円
コスト削減額 1.0億円
（今年度累計額 2.1億円）

⑧コスト削減
（ＪＲ北海道グループ）

コスト削減額0.5億円 ○
コスト削減額 1億円
今年度累計額 2.5億円

コスト削減累計額 0.7億円
コスト削減額 0.7億円
（今年度累計額 1.5億円）

⑨効率化・省⼒化
話せる券売機設置
（20台規模）

○
今年度は３Qまでに８台設置
累計設置台数︓24台

要員効果 要員効果 40人規模
要員効果の更なる上積みに向け、
施策の前倒し、追加を推進

⑩お客様満⾜度の向上
261系5000代多目的⾞両
（はまなす編成）への
全席ｺﾝｾﾝﾄの設置

○
全席コンセントの設置⼯事を完了し、
10⽉から営業運転を開始

実施済施策
新幹線⾞椅⼦対応座席の
インターネット予約受付導入

外国語サイトへの
｢バリアフリーガイド」の開設

第３四半期結果

新型コロナウイルス
の影響により
目標設定保留



（２）ʻ20年度第３四半期における実績等

新千歳空港駅乗降人員 対前年44％
10月までは回復傾向にありましたが、新型
コロナ感染再拡大を受け、11月以降ご利
用が減少しました。

新幹線運輸収入 9.6億円（対前年52％）
ご利用人員2,500人/日 （対前年61％）

11月まではご利用が回復傾向にありました
が、12月は再びご利用が減少しました。
３Qも収入・ご利用人員とも前年と比べ大幅
に減少しました。

①北海道新幹線

２．主要施策のＫＰＩ達成状況等

②新千歳空港アクセス
※数値（％）は対前年比

〇GoToキャンペーン等と連動した取り組み
・GoToトラベル地域共通クーポン専用「Go To HOKKAIDO

乗り放題パス」「GoToはこだてパスポート」の設定
（10/23～12/28）

〇えきねっと新幹線お先にトクだ値SP（50％引）設定の継続

〇大人の休日倶楽部パス（東日本・北海道）（11/26～12/8)、
三連休東日本・函館パス（11/21～23）の設定

〇12/１より北海道新幹線５周年企画を実施。Twitterに当社
初のキャンペーン公式アカウントを開設し情報発信を強化

3Q実績 3Q取り組み

〇観光需要が回復してきた際にご利用いただけるよう
情報発信を継続

3Q実績 3Q取り組み

北海道新幹線ご利用状況の推移

新千歳空港駅乗降人員の推移

（人／日）

（人／日）

※数値（％）は対前年比

〇新型コロナの影響収束後に北海道を旅行先として
選んでいただけるよう、情報発信を継続

③インバウンド

インバウンド特別企画乗車券(4券種)
発売額1.3百万円（対前年0.06％）

２Qに引き続き、道内空港発着の国際航空
便が全便運休となった影響を受けました。

3Q取り組み3Q実績

※新型コロナウイルス影響のため、
収入関連項目のKPI・KGIは設定を見送りました
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④都市間輸送＜帯広・釧路⽅⾯の輸送量、⽩⽼駅の乗降⼈員＞

【特急列車釧路・帯広方面の輸送量】
（1,400人/日）（対前年45％）
10月は対前年63％と回復傾向にありました
が、11月以降はご利用が大幅に減少しまし
た。

【白老駅の乗降人員】
（1,200人/日）（対前年98％）
10月は対前年107％でしたが、11月以降は
ご利用が減少しました。

２．主要施策のＫＰＩ達成状況等

【特急列車釧路・帯広方面】

〇AIRDO・Peach「ひがし北海道フリーパスSP」の設定
〇大人の休日倶楽部パス(北海道）第2回を設定（11/26～12/8）
○「とかち」「おおぞら」えきねっとお先にトクだ値の設定を

Web広告や札幌駅デジタルサイネージで積極的にPR

【白老駅】
〇北海道新幹線に告知ステッカーを貼付する等PRを強化
〇えきねっと すずらんトクだ値の設定継続

3Q実績 3Q取り組み

帯広・釧路方面輸送量の推移

10

（人／日）

※数値（％）は対前年比

⑤観光列⾞

【北海道鉄道140年記念列車の運行】

計18本

〇はまなす編成による特急列車運行(各方面)
・10/24～11/15の毎週土日に計16本運行

〇団体臨時列車 北海道鉄道140年記念号
【道央圏の日帰り旅行ツアー:完売】
・10/17・18に計２本運行

〇新型コロナ対策を講じるとともに、団体臨時列車は
３密リスクを減らすため定員を減らして募集

〇車内販売やおもてなしクルーが特製弁当「北海道の
たから箱」をご提供するダイニングカープラン等を設
定し、お客様の高い評価を獲得

〇今後の取り組みに活かすため、お客様アンケートを
実施

▲

はまなす編成
北海道鉄道
140年記念号

特製弁当 「北海道のたから箱」▶

3Q実績 3Q取り組み

（２）ʻ20年度第３四半期における実績等

※新型コロナウイルス影響のため、
収入関連項目のKPI・KGIは設定を見送りました



⑥開発・関連事業＜⼩売業･不動産賃貸業･ホテル業の売上高＞

代表店舗の売上

四季彩館主要３店舗（対前年61％）
※北海道キヨスク（株）会社計は対前年65％

JRタワーテナント売上（対前年69％）
JRタワーホテル日航札幌（対前年56％）

10月は売上が回復傾向にありましたが、
11月以降は再び減少しました。

【四季彩館主要３店舗】 地元のお客様・通勤のお客様をターゲットとした商品構成への変更、
札幌西店の「道外名産品フェア」の継続

【Ｊ Ｒ タ ワ ー】物販・飲食の販促企画、「５倍ポイントセール」、クリスマス販促、
ショップ入替等を実施（催事：28店､新店：６店）

【ＪＲﾀﾜｰﾎﾃﾙ日航札幌】どうみん割やGoToトラベルキャンペーン等への参画により収入挽回を推進
（どうみん割の予算枠は１１月初旬完売）

〇｢新北海道スタイル｣安心宣言に則った感染防止対策を継続実施3Q実績 3Q取り組み

※JR函館店は4/25～5/31休業 ※4/18～5/31 4館臨時休業（一部ショップを除く） ※4/25～6/24休業（一部レストラン営業）

ホテル日航札幌売上の推移 （単位：百万円）ＪＲタワーテナント売上の推移 （単位：百万円）四季彩館（主要３店舗）売上の推移 （単位：百万円）

※数値（％）は対前年比

（２）ʻ20年度第３四半期における実績等

２．主要施策のＫＰＩ達成状況等 ※新型コロナウイルス影響のため、
収入関連項目のKPI・KGIは設定を見送りました
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⑦コスト削減（JR北海道）
ＫＰＩ (2020)

3Q
ＫＧＩ (2020)

2.3億円（`19年度からの累計額 5.7億円）
0.6億円
（ ’20 年度累計 1.8億円） （P/Lベース）

3Q実績 1.9億円 （’20年度累計4.0億円）（P/Lベース） →３ＱKPI達成（3QKPI +1.3億円、累計 +2..2億円）

○資材調達コスト（汎用品の底値購買の徹底、背もたれカバーの交換周期見直しなど業務委託の仕様見直し等）

○鉄道事業運営コスト（車両部品修繕の一部自社施工による外注費抑制､分岐器ポイント部床板への注油周期の見直し等）

○事務管理コスト（社外との契約の見直し 等）

○人件費 12億円程度 （賞与、役員報酬・管理職給与、超勤 等）

○業務費 5億円程度 （広告宣伝費、光熱費 等）

○動力費 2億円程度 （減便・減車 等）

上記以外に実施したコスト削減 3Q実績 ’20年度累計18.2億円

⑧コスト削減（JR北海道グループ）
ＫＧＩ (2020) ＫＰＩ (2020)

3Qコスト削減累計額 2.0億円
0.5億円
（ ’20年度累計 1.5億円 ） （P/Lベース）

3Q実績 1.0億円 （’20年度累計2.5億円）（P/Lベース） → ３QKPI達成 （３ＱKPI +0.5億円、３Ｑ累計+1.0億円）

○印刷コストの削減や携帯電話の契約見直しなどの水平展開（継続）

【各社の独自施策】契約電子化による印紙税削減、貸与被服の更新頻度見直し、保険や営業用車両の見直し等

上記以外に実施したコスト削減 3Q実績 ’20年度累計９億円

○人件費 3億円程度（賞与、超勤等） ○物件費 6億円程度（修繕工事の実施時期繰り延べ、広告宣伝費削減等）

（２）ʻ20年度第３四半期における実績等

２．主要施策のＫＰＩ達成状況等
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⑨効率化・省⼒化

２．主要施策のＫＰＩ達成状況等

🔶KPI検証

話せる券売機設置（20台規模）

⑩お客様満⾜度の向上

🔶KPI検証

〇はまなす編成には全席コンセントの他、全車両に無料Wi-Fi設備も整備しました。
〇KPIを設定した施策以外にも、多言語乗車位置案内モニターを北見駅と名寄

駅に設置し、八雲駅・白石駅・銭函駅・新琴似駅に無料Wi-Fiを設置しました。

サービス改善、利便性向上、
インバウンド向け案内の充実

🔶2020KGI達成に向けた取り組み

○４ＱのＫＰＩとして設定した「旅客ﾄｲﾚの洋式化」「英語自動放送線区の拡大」
「札幌圏無人駅案内ﾓﾆﾀｰ設置」については、2020ＫＧＩ達成に向けて着実に
準備を進めています。 🔼はまなす編成（車内）

ＫＧＩ (2020) ＫＰＩ (2020)
3Q

要員効果 60人規模

３Q実績

ＫＧＩ (2020) ＫＰＩ (2020)
３Q 261系5000代多目的車両（はまなす

編成）への全席コンセントの設置

３Q実績

→３ＱKPI達成

全席コンセントの設置工事を完了し、
10月から営業運転を開始

〇４ＱのＫＰＩとして設定した「旅行センター業務見直し」は、2022年２月末に予定していた
１店舗の閉店を１年前倒しし、カウンター店舗全店が2021年２月末で閉店となります。
また、ご利用状況等を踏まえて音別駅の無人化を３月に行う等、2020ＫＧＩである要員
効果60人規模を上回る見込みです。

〇話せる券売機は、業務の省力化を進めるため４Qに更に７台稼働する予定です。

🔶2020ＫＧＩ達成に向けた取り組み

話せる券売機を３Qまでに８台設置
累計設置台数：24台

→３ＱKPI達成

コンセント

（２）ʻ20年度第３四半期における実績等
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参 考 資 料 

２０２０年度第３四半期連結決算財務諸表等 
2 0 2 1 年 ２ 月 ５ 日 

 北海道旅客鉄道(株) 

１ 連結損益計算書 

(単位：億円) 

 ２０１９年度 ２０２０年度 増  減 比率(％) 

営 業 収 益 

（うち鉄道運輸収入） 

（再掲 新幹線運輸収入） 

１，２９２ 

(      ５５７ 

(    ６６ 

 

) 

) 

８２６ 

(      ２６６ 

(    ２１ 

 

) 

) 

 △ ４６５ 

( △ ２９０ 

( △  ４４ 

 

) 

) 

６４．０ 

(  ４７．８ 

(  ３２．３ 

 

) 

) 

営 業 費 用 

[運輸業等営業費及び売上原価] 

[ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ] 

１，５５５ 

[  １，３４４ 

[   ２１１ 

 

] 

] 

１，４０６ 

[  １，２２３ 

[   １８２ 

 

] 

] 

 △ １４９ 

[  △ １２０ 

[  △  ２８ 

 

] 

] 

９０．４ 

[  ９１．０ 

[  ８６．４ 

 

] 

] 

営 業 利 益 △ ２６２  △ ５７９   △ ３１６  －  

営 業 外 損 益 

(うち経営安定基金運用収益) 

(うち特別債券受取利息収益) 

２２４ 

(   １８１ 

(    ４１ 

 

) 

) 

２３１ 

(   １７９ 

(    ４１ 

 

) 

) 

７ 

( △   ２ 

(     ０ 

 

) 

) 

１０３．２ 

(  ９８．９ 

( １００．２ 

 

) 

) 

経 常 利 益  △  ３８   △ ３４７  △ ３０９  －  

特 別 損 益 １  ３７  ３５  －  

税金等調整前四半期純利益 △  ３７   △ ３１０  △ ２７３  －  

法 人 税 等 １０  １   △   ９  １５．４  

四 半 期 純 利 益 △  ４８        △ ３１２         △ ２６４  －  

非支配株主に帰属する四半期純利益 ７  △   ０  △   ７  －  

親会社株主に帰属する四半期純利益 △  ５５  △ ３１１   △ ２５６  －  

(注) 1.連結包括利益 2019 年度 38 億円、2020 年度 △137 億円 
2.2020年度は、国からの支援111億円を特別利益に計上しております。 

       3.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

２ セグメント情報 

(単位：億円) 

 
運輸業 小売業 

不動産 

賃貸業 
ﾎ ﾃ ﾙ 業 その他 合 計 調整額 

連結損益 

計算書計上額 

 

2 

0 

2 

0 

年 

度 

売 上 高         

外部顧客への売上高 

セ グ メ ン ト 間 の 

内部売上高又は振替高 

３９６ ２１１ １５３ ２８ ３６    ８２６ － ８２６ 

  ４３ ０ ７ ０ ２１１  ２６２ △２６２ － 

計   ４４０ ２１１ １６１ ２８ ２４７  １，０８９ △２６２ ８２６ 

セ グ メ ン ト 利 益 △５９０ △    ３ ２７ △    １１ ７    △５７０ △    ９ △ ５７９ 

 

 

増 

 

減 

売 上 高         

外部顧客への売上高 

セ グ メ ン ト 間 の 

内部売上高又は振替高 

△３２１ △  ５３ △  ４４ △  ３９ △   ７    △４６５ － △ ４６５ 

   △   ４ △    ０ △   １ △   ０  ５    △   ０ ０ － 

計 △３２５ △  ５３ △  ４６ △  ３９ △   ２    △４６６ ０ △ ４６５ 

セ グ メ ン ト 利 益 △２４４ △ １０ △  ２７ △  ２５ △   ０    △３０９  △    ７ △ ３１６ 

 (注) 1.セグメント利益は、営業利益を表示しております。 
      2.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 
    3.連結子会社同士の合併に伴い、セグメント情報を見直しております｡(別紙｢連結決算対象会社の概要｣を参照) 

 前年度との増減は、新しいセグメント情報に基づき表示しております。     



参 考 資 料 

 
 

３ 連結貸借対照表 
経営安定基金資産は、評価額が２４２億円増加し、７，７３２億円となりました。なお元本６，８２２億円との差額で

ある含み益は９１０億円です。 
 (単位：億円) 

 
２０１９年度 

期    末
 

２０２０年度 

第３四半期末
 増  減 比率(％) 

[資産の部]         

 流 動 資 産 ７１６  ６８０  △  ３５  ９５．０  

 固 定 資 産 ３，７２２  ３，７１６  △   ５  ９９．９  

 経 営 安 定 基 金 資 産 ７，４９０  ７，７３２    ２４２  １０３．２  

 機 構 特 別 債 券 ２，２００  ２，２００  －  １００．０  

資 産 合 計 １４，１２８  １４，３２９  ２００  １０１．４  

[負債の部]         

 流 動 負 債 

(うち１年内返済長期借入金) 

５３２ 

(    ６９ 

 

) 

６８５ 

(    ５２ 

 

) 

  １５２ 

( △  １７ 

 

) 

１２８．７ 

(  ７５．１ 

 

) 

 固 定 負 債 

( う ち 長 期 借 入 金 ) 

２，３０２ 

( １，４３７ 

 

) 

２，４９４ 

( １，５２７ 

 

) 

１９２ 

(    ８９ 

 

) 

１０８．４ 

( １０６．３ 

 

) 

 機構特別債券引受借入金 ２，２００  ２，２００  －  １００．０  

負 債 合 計 ５，０３５  ５，３８０   ３４５  １０６．９  

純 資 産 合 計 

( う ち 利 益 剰 余 金 ) 

９，０９３ 

(    １９ 

 

) 

８，９４９ 

( △ ２９２ 

 

) 

 △ １４４ 

( △ ３１１ 

 

) 

９８．４ 

(     － 

 

) 

負 債 純 資 産 合 計 １４，１２８  １４，３２９  ２００  １０１．４  

 (注) 金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

 

４ 連結キャッシュ･フロー計算書 
国からの支援を以下のとおり計上しております。 

 ※機構支援助成金 2016 年度措置支援  ４５億円  2019 年度措置支援 ２００億円  計 ２４５億円 
       借入金 2016 年度措置支援  ４５億円  2019 年度措置支援  ２５億円  計  ７０億円 

(単位：億円) 

 ２０１９年度
 

２０２０年度
 

増  減 比率(％) 

営業活動によるキャッシュ･フロー(Ⅰ) 

( 設 備 投 資 等 助 成 金 の 受 取 額 ) 

９２ 

(     －   

 

) 

２７ 

(   １４０ 

 

) 

△  ６５ 

(   １４０ 

 

) 

２９．８ 

(       － 

 

) 

投資活動によるキャッシュ･フロー(Ⅱ) 

( 固 定 資 産 取 得 に よ る 支 出 ) 

( 設 備 投 資 等 助 成 金 の 受 取 額 ) 

△  ３６ 

( △ ２１５ 

(   １５７ 

 

) 

) 

△ １３６ 

( △ ２８１ 

(    １０５ 

 

) 

) 

△  ９９ 

( △  ６５ 

( △  ５２ 

 

) 

) 

３７２．３ 

( １３０．５ 

(  ６６．６ 

 

) 

) 

フリー･キャッシュ ･フロー (Ⅰ ) + (Ⅱ ) ５６  △ １０８  △ １６４  －  

財務活動によるキャッシュ･フロー(Ⅲ) 

( 長 期 借 入 金 の 借 入 に よ る 収 入 ) 

( 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 ) 

( 非支配株主への配当金の支払額 ) 

１０５ 

(   １５６ 

( △  ４２ 

( △   ４ 

 

) 

) 

) 

７３ 

(     ９９ 

( △  ２７ 

( △   ６ 

 

) 

) 

) 

△  ３１ 

( △  ５６ 

(    １５ 

( △   １ 

 

) 

) 

) 

６９．８ 

(  ６３．９ 

(  ６４．２ 

( １３１．０ 

 

) 

) 

) 

現金及び現金同等物の増減額(Ⅰ)+(Ⅱ)+(Ⅲ) 

(４月１日から 12 月 31 日までの増減額) 
１６１  △  ３５  △ １９６  －  

現金及び現金同等物の期首残高 

(４月１日残高) 
３６０  １８６  △ １７４  ５１．６  

現金及び現金同等物の期末残高 

(12 月 31 日残高) 
５２２  １５０  △ ３７１  ２８．９  

 (注)  1.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

      2.国からの支援のうち、営業活動によるキャッシュ・フローの「設備投資等助成金の受取額」には、修繕費や業

務費に係る助成金を計上しております。投資活動によるキャッシュ・フローの「設備投資等助成金の受取額」に

は、固定資産への設備投資に係る助成金を計上しております。 



参 考 資 料 

 
 

 

【参考：ＪＲ北海道単体決算】 
 
１ 単体損益計算書 
   (単位：億円) 

 ２０１９年度 ２０２０年度 増  減 比率(％) 

営 業 収 益 ６８４  ３７６  △ ３０７  ５５．１  

 

鉄 道 運 輸 収 入 
(うち新幹線運輸収入) 
関 連 事 業 収 入 
そ の 他 収 入 

５５７ 
(        ６６ 

４９ 
７６ 

 
) 
 
 

２６６ 
(        ２１ 

４２ 
６７ 

 
) 
 
 

△ ２９０ 
( △  ４４ 

△   ６ 
 △   ９ 

 
) 
 
 

４７．８ 
( ３２．３ 

８６．０ 
８７．３ 

 
) 
 
 

営 業 費 用 １，０２６  ９５４  △  ７２  ９２．９  

 

人 件 費 
動 力 費 
修 繕 費 
諸 税 
減 価 償 却 費 
そ の 他 費 用 

３４１ 
３９ 

２７４ 
２６ 

１６２ 
１８２ 

 

３２０ 
３１ 

２５１ 
２７ 

１６０ 
１６１ 

 

△  ２０ 
△   ７ 
△  ２２ 

０ 
△   １ 
△  ２０ 

 

９４．０ 
８０．２ 
９１．７ 

１０１．８ 
９８．９ 
８８．９ 

 

営 業 利 益 △ ３４１  △ ５７７   △ ２３５  －  

営 業 外 損 益 
（うち経営安定基金運用収益） 
（うち機構特別債券受取利息収益） 

２５１ 
（   １８１ 
（   ０４１ 

 
）
）

２５１ 
（   １７９ 
（    ４１ 

 
）
）

△   ０ 
( △   ２ 
(     ０ 

 
) 
) 

１００．０ 
(  ９８．９ 
( １００．２ 

 
) 
) 

経 常 利 益 △  ９０  △ ３２５  △ ２３５  －  

特 別 損 益 ２ ２  ５０    ４７  －  

税 引 前 四 半 期 純 利 益 △  ８７  △ ２７５  △ １８７  －  

法人税､住民税及び事業税 ０  ０   ０  １２７．５  

四 半 期 純 利 益 △  ８８  △ ２７６  △ １８７  －  

(注) 1.2020 年度は、国からの支援 111 億円を特別利益に計上しております。 
2.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

 

２ 単体貸借対照表 

(単位：億円) 

 
２０１９年度 

期    末
 

２０２０年度 

第３四半期末
 増  減 比率(％) 

[資産の部]         

 流 動 資 産 ３８４  ３４０  △  ４４  ８８．４  

 固 定 資 産 ３，１９３  ３，２１５    ２１  １００．７  

 経 営 安 定 基 金 資 産 ７，４９０  ７，７３２  ２４２  １０３．２  

 機 構 特 別 債 券 ２，２００  ２，２００  －  １００．０  

資 産 合 計 １３，２６８  １３，４８８  ２１９  １０１．７  

[負債の部]         

 流 動 負 債 

(うち１年内返済長期借入金) 

１、４５７ 

(    ４５ 

 

) 

５６４ 

(    ３２ 

 

) 

 １０６ 

( △  １３ 

 

) 

１２３．３ 

(  ７１．０ 

 

) 

 固 定 負 債 

( う ち 長 期 借 入 金 ) 

２，０４３ 

( １，３５８ 

 

) 

２，２６０ 

( １，４６２ 

 

) 

２１７ 

(   １０４ 

 

) 

１１０．６ 

( １０７．７ 

 

) 

 機構特別債券引受借入金 ２，２００  ２，２００  －  １００．０  

負 債 合 計 ４，７００  ５，０２４  ３２３  １０６．９  

純 資 産 合 計 

( う ち 利 益 剰 余 金 ) 

８，５６７ 

( △ ３３７ 

 

) 

８，４６３ 

( △ ６１３ 

 

) 

△ １０４ 

( △ ２７６ 

 

) 

９８．８ 

(     － 

 

) 

負 債 純 資 産 合 計 １３，２６８  １３，４８８  ２１９  １０１．７  

 (注) 金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 



参 考 資 料 

 
 

３ 個別キャッシュ･フロー計算書 

(単位：億円) 

 ２０１９年度
 

２０２０年度 増  減 比率(％) 

営業活動によるキャッシュ･フロー(Ⅰ) 

( 設 備 投 資 等 助 成 金 の 受 取 額 ) 

６８ 

(     － 

 

) 

２６ 

(   １４０ 

 

) 

△  ４２ 

(   １４０ 

 

) 

３８．７ 

(     － 

 

) 

投資活動によるキャッシュ･フロー(Ⅱ) 

( 固 定 資 産 取 得 に よ る 支 出 ) 

( 設 備 投 資 等 助 成 金 の 受 取 額 ) 

  １３ 

( △ １６４ 

(   １５７ 

 

) 

) 

△  ９８ 

( △ ２４１ 

(   １０５ 

 

) 

) 

△ １１２ 

( △  ７６ 

( △  ５２ 

 

) 

) 

－ 

( １４６．７ 

(  ６６．６ 

 

) 

) 

フリー･キャッシュ･フロー (Ⅰ ) + (Ⅱ ) ８２  △  ７２  △ １５４  －  

財務活動によるキャッシュ･フロー(Ⅲ) 

( 長 期 借 入 金 の 借 入 に よ る 収 入 ) 

( 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 ) 

１２５ 

(   １５６ 

( △  ２３ 

 

) 

) 

７４ 

(    ９９ 

( △   ９ 

 

) 

) 

△  ５１  

( △  ５６ 

(    １４ 

 

) 

) 

５８．８ 

(  ６３．９ 

(  ３８．２ 

 

) 

) 

現金及び現金同等物の増減額(Ⅰ)+(Ⅱ)+(Ⅲ) 

(４月１日から 12 月 31 日までの増減額) 
２０７  １  △ ２０６  ０．８  

現金及び現金同等物の期首残高 

(４月１日残高) 
１２９  ３１  △  ９７  ２４．７  

現金及び現金同等物の期末残高 

(12 月 31 日残高) 
３３７  ３３  △ ３０３  １０．０  

(注)  1.金額は億円未満を切り捨てて表示しております。 

     2.国からの支援のうち、営業活動によるキャッシュ・フローの「設備投資等助成金の受取額」には、修繕費や業   

務費に係る助成金を計上しております。投資活動によるキャッシュ・フローの「設備投資等助成金の受取額」に

は、固定資産への設備投資に係る助成金を計上しております。 



 

連結決算対象会社の概要 

 

 

 

運 輸 業     ９社 

  

 

 

 

 

 

㈱ ド ウ デ ン

北 海 道 軌 道 施 設 工 業 ㈱ 

㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ 

ｼﾞｪｲｱｰﾙ北海道 ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ運輸ｻﾎﾟｰﾄ㈱ 

札 幌 交 通 機 械 ㈱ 

北 海 道 高 速 鉄 道 開 発 ㈱ 

 

  

ジェイ・アール北海道バス㈱ ㈱ＪＲ北海道ソリューションズ 

 

北海道旅客鉄道㈱は、運輸業、不動産賃貸業 及び ホテル業を 

営んでおります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【連結決算対象会社数の推移】 

     2019年3月31日現在 2020年3月31日現在 2020年12月31日現在 

親 会 社 １社  １社  １社  

子 会 社 ２２社  ２０社  １８社  

持分法適用関連会社 １社  １社  １社  

計 ２４社  ２２社  ２０社  

(注)1.札建工業㈱は、持分法適用関連会社です。 

    2.子会社18社には、上記概要図に記載していない、ＪＲ札幌病院に関する「匿名組合ジェイエイチホスピタル

アセットホールディングズ」を含めております。 
  3.札新開発㈱は、2020年4月1日にジェイ･アール北海道バス(株)と合併し、消滅しております。 

    4. ㈱北海道ジェイ･アール･エージェンシーは、2020年4月1日にジェイアール北海道レンタリース㈱と合併し 

消滅しております。 

また、存続会社の名称を㈱JR北海道ソリューションズに変更しております。 

小 売 業   ２社 

北 海 道 キ ヨ ス ク ㈱ 

㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ﾌﾚｯｼｭﾈｽ･ﾘﾃｰﾙ 

不 動 産 賃 貸 業     ２社 

北海道ジェイ・アール都市開発㈱ 

札 幌 駅 総 合 開 発 ㈱ 

ホ テ ル 業    １社 

Ｊ Ｒ 北 海 道 ホ テ ル ズ ㈱ 

そ の 他    ４社 

 

卸 売 業 

㈱北海道ジェイ・アール商事 

清 掃 整 備 業 

北海道クリーン・システム㈱ 

情報サービス業 

㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｼｽﾃﾑ開発 

建    設    業 

(注1)札 建 工 業 ㈱ 

鉄 道 事 業 

旅客自動車運送事業 

 

 

北 海 道 旅 客 鉄 道 ㈱ 

((注3～4) 

その他サービス業 


